
名 古 屋 市 西 区 貴 生 町 ３１２ 番 地

（単位：円）

当期 当期

流動資産 584,937,246 流動負債 276,202,027

　現金 2,086,368 　買掛金 84,350,928

　預金 22,364,053 　短期借入金 10,000,000

　売掛金 297,876,060 　未払金 56,058,725

　リース投資資産 1,539,843 　未払法人税等 32,067,300

　未収入金 1,554,183 　未払事業所税 5,012,000

　商品 2,568,140 　未払消費税 26,832,300

　貯蔵品 82,850,031 　未払費用 37,541,326

　前払費用 8,720,215 　預り金 4,115,448

　短期貸付金 155,847,989 　賞与引当金 20,224,000

　その他の流動資産 9,540,429

　貸倒引当金 ▲ 10,065

固定資産 830,996,144 固定負債 112,198,000

　有形固定資産 706,966,742 　退職給付引当金 111,598,000

　　建物 44,094,820 　預り保証金 600,000

　　建物附属設備 138,207,321

　　構築物 683,179

　　機械装置 190,872,736 388,400,027

　　車両運搬具 1

　　工具器具備品 8,519,442 株主資本 996,483,179

　　その他の有形固定資産 1,533,747 　資本金 50,000,000

　　土地 323,055,496 　資本剰余金 31,241,813

　　資本準備金 1,241,813

　　その他資本剰余金 30,000,000

　無形固定資産 7,248,050

　　電話加入権 997,042 　利益剰余金 915,241,366

　　ソフトウェア 5,731,714 　　利益準備金 11,300,000

　　その他の無形固定資産 519,294 　　その他の利益剰余金 903,941,366

　投資その他資産 116,781,352 　　　別途積立金 50,100,000

　　投資有価証券 57,276,000 　　　繰越利益剰余金 853,841,366

　　出資金 604,000

　　差入保証金 15,901,256 評価・換算差額等 31,050,184

　　長期前払費用 266,471 　その他有価証券評価差額金 31,050,184

　　繰延税金資産 42,672,425

　　その他投資勘定 61,200 1,027,533,363

資産合計 1,415,933,390 負債及び純資産合計 1,415,933,390

資　　産　　の　　部 負　債　及　び　純　資　産　の　部

（純資産の部）

第 ７３期 決 算 公 告
2024年6月21日

株式会社　名鉄クリーニング

貸  借  対  照  表
代表取締役社長  　彦坂　直寿

（2024年3月31日現在）

勘　定　科　目

（資産の部）

勘　定　科　目

（負債の部）

負債合計

純資産合計



１． 重要な会計方針に係る事項に関する注記

①棚卸資産の評価方法及び評価基準

　　貯蔵品 ・・・・・・・・・・・・・最終仕入原価法(収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

 　ただし、2018年10月1日以降に投入したリネン品については、使用期間

　 である3年定率法を採用しております。

②有価証券及び出資金の評価方法及び評価基準

　　出資金・・・・・・・・・・・・・・移動平均法による原価法

　　その他有価証券

　　　　市場価格のある有価証券・・・・・・決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定して

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　おります。）

③固定資産の減価償却の方法

　(1)有形固定資産

　　　定率法を採用しております。

　　　ただし、1998年4月1日以降に取得した建物については定額法を採用しております。

　　　2016年4月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しています。

　(2)無形固定資産

　　　定額法を採用しております。

　　　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(5年)に基づいております。

　(3)所有権移転外ファイナンスリース取引に係るリース資産

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法を採用しております。

④引当金の計上基準

     貸倒引当金 ・・・・・・・・債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒

 実績率により、貸倒懸念債権等の特定の債権については、

 個別に回収可能性を検討し､回収不能見込額を計上しております。

　　　賞与引当金 ・・・・・・・従業員に対して支給する賞与に備えるため、当事業年度に負担す

 べき支給見込額基準により計上しております。

　　　退職給付引当金・・・・従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の

 見込額に基づき、当期末において発生していると認められる額を

 計上しております。

　個別注記表

（2023年4月1日から2024年3月31日まで）



⑤収益・費用の計上基準

　　ファイナンス・リース取引(貸手）に係る収益計上は、リース料受取時に収益と費用を

　 計上する方法によっています。

⑥消費税等の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

⑦リース取引の処理方法

　  リース物件の所有権が借主に移転するもの以外のファイナンスリース取引については、

　  通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっています。

　  （但し、2008年3月31日以前契約のものは、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

　  た会計処理によっています。）

２． 当期純損益金額

   当期純利益　　　　　59,647,013円


